
はじめに

近年，民有林業における経営危機の解決策として 林

業再生 を実現理念とする活動が森林組合を中心に全国

的に展開されている． 林業再生 の内容について，林

野庁の森林組合に対する施策 ）および森林組合の系統運

動 環境と暮らしを支える森林・林業・山村再生運動 ）

を確認すると提案型集約化施業を主眼としている．提案

型集約化施業は，森林組合が森林所有者に対して所有山

林の間伐を促し施業面積を開拓する．そして，一定規模

の施業地を確保して低コストの搬出技術にもとづく間伐

を行い，主に工業化住宅の建材用合板等の生産用の原料

供給に向けて，間伐材を対象とする木材生産の量的規模

拡大と安定供給を志向する取り組みであると位置づけら

れる．

このように現在，森林組合が取り組んでいる 林業再

生 は木材生産が重点化されているが，これまでの森林

組合活動においては，木材生産と同時に，非木材生産物

として代表的な特用林産物 ）の生産にも取り組まれてき

た．その検証として，森林組合における木材生産と特用
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林産物生産との取り組み状況について，近年史上， 年

間を推進単位として展開してきた 年代以降における

森林組合の自主的な活動指針である系統運動 ）（以下，

運動）の課題内容から精査する．

まず， 年代初頭の 年から 年にかけて取り

組まれた運動 森林と人いきいき運動─恵み豊かな森

林と魅力ある林業・山村を協同の力で─ ）の課題は，

国際化に対応した林業の確立， 恵み豊かな森林と魅

力ある山村の創造， 組合員参加による森林組合活動の

拡充とされた． （国際協同組合同盟）の第 回世

界大会が 年に東京で開催されることを控え， 国際

化 を視野においた国産材の安定供給の推進が第一義的

な課題として に据えられた．そして， の課題として

森林組合は，地域条件に応じて，キノコ・山菜などの

生産や森林レクリエーションなどの森林の総合的な利用

の促進，加工製造事業や特用林産物の販売・加工などに

取り組み，山村の地域資源を活用した就労の場の拡大を

積極的に進めること などが織り込まれ，特用林産物生

産も重要視された．

その後， 年代後半の運動として 年から 年

にかけて 第 次森林と人いきいき運動─ 世紀の流域

林業と森林組合づくりに向けて─ ）が取り組まれた．

その課題は， 恵み豊かな森林と魅力ある山村の創造，

流域林業の確立と国産材生産の拡大， 世紀を展望

した系統組織の構築とされた．基本的には直前の運動の

課題全般を継承した 次的な運動であったが， 年に

改正された森林法にもとづいて林野庁が 森林の流域管

理システム（上・下流域の合意形成により森林整備と木

材供給等を総合的に推進するシステム） を推進したこ

とから， 流域林業 を意識した課題が として据えら

れた．また， 第 次 運動での の課題が 第 次

運動では の課題に据えられ，特用林産物生産は第一義

的な課題とされた．

年代に入り， 年から 年にかけての運動と

して 森林組合活動 世紀ビジョン─ふるさと森林再

生・地域材需要創出運動の展開─ ）が取り組まれた．

その課題は， 持続可能な森林管理への貢献と環境保全

型林業の構築， 国産材需要の創出と間伐推進， 森林

組合組織の革新と森林管理技術者の養成とされたが，特

用林産物生産についてはこれら つのどの課題において

も言及されていない．

さらに， 年代初頭には事業欠損を計上する森林組

合が急増したことから，経営の合理化を目的として，

年から 年にかけての運動として 森林組合改革プラ

ン ）が推進された．改革の重点課題は， 組織改革，

事業改革， 系統組織力の発揮であり，系統金融機関

からの経営改善指導にもとづく不採算部門の統廃合が図

られた．

年代後半は， 年から 年にかけて 環境と

暮らしを支える森林・林業・山村再生運動 ）が取り組

まれている．その運動方針は， 組合員の協同で築く共

同施業団地 施業共同化プロジェクト ， 系統が一体

となって取り組む国産材流通改革 国産材安定供給プロ

ジェクト ， 信頼され仕事を任せられる組織へ 経営

革新プロジェクト とされている．前述したとおり，提

案型集約化施業にもとづく木材生産が重点的に取り組ま

れ，特用林産物生産に関する課題は姿を消している．

以上より，森林組合の運動は，少なくとも 年代に

は特用林産物生産が取り組むべき課題として盛り込まれ

ていたが， 年代以降には木材生産が重要視され，特

用林産物生産は等閑視されている現状にあるといえる．

しかしながら，直近の林業産出額から林業の生産活動の

内実についてみると， 年の林業産出額 ）は 億

円であり，その内訳は，木材生産が 億円（ ％）

となっており，非木材生産である薪炭生産，栽培きのこ

類生産，林野副産物採取の合計が， 億円（ ％）

となっている．つまり，林業産出額の約半分は非木材生

産物に関する生産活動が占めているのが実際なのである．

こうした森林組合における運動の変遷の一方で，林業

に関する政府の公式的な統計，産業・職業分類において，

林業の定義がどのように定められているか，その変化と

現状について次の通り把握した．

まず，第 に， 年から 年おきに政府が実施して

きた国勢調査 ）による 林業 に関する産業分類では，

年以降は 林業 とされているが， 年から

年にかけては 林業及び狩猟業 として規定区分されて

きた．

第 に，現行の日本標準産業分類の 大分類 農業，

林業 ）を参照すると，林業とは 山林用苗木の育成・

植栽，材木の保育・保護，材木からの素材生産，薪及び

木炭の製造，樹脂，樹皮，その他の林産物の採集及び野

生動物の狩猟などをいう．（下線は筆者） とされている．

また， 中分類 林業 では，これに加え， 林業に直

接関係するサービス業務並びに野生動物の狩猟などを行
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う事業所が分類される．昆虫類，へびなどの採捕を行う

事業所も本分類に含まれる． とされている．

第 に，同じく現行の日本標準職業分類の 大分類

農林漁業作業者 において 中分類 林業作業者 が

規定されている．その小分類には， 育林作業者 ，

伐木・造材作業者 ， 集材・運材作業者 ，

製炭・製薪作業者 ， その他の林業作業者

の 項目が明記されている． 小分類 その他の林業

作業者 には，多種多様な山菜・キノコ等の採取作業者

などが含まれている ）．

こうしたことから，過去に存在していた，あるいは現

存の 林業 は，必ずしも木材生産に限定されて捉えら

れていたとは言い切れない．裾野が広く構造的な山村経

済における つの経営部門として木材生産が成立してい

たことが事実である．したがって木材生産と同時に地域

の農民的林野利用 ）によっても，もたらされる多様な

生産活動をも視野に入れた 林業 の再生について検討

することが木材生産をも成立させる上で有効であろう．

林業再生論を再考する場合，全国の森林組合が提案型

集約化施業にもとづく木材生産を主導する現況下におい

て，森林組合の経営上での特用林産物生産の役割を分析

することによって，非木材生産物の生産活動への取り組

みの意味が明確になり，今後の 林業再生 を再考する

布石になるものと考えられる．

そこで，本稿では，特用林産物加工場（以下，特産加

工場）の所有有無から，木材生産と同時に特用林産物生

産に取り組む森林組合と，木材生産だけに取り組む森林

組合とにおける経営動向について統計資料から比較分析

し，その特徴の差異を明らかにする．なお， 年代以

降，加速化する森林組合合併によって森林組合規模の格

差が顕著 ）になっていることから，この経営動向につ

いては組合員所有森林面積規模階層別に検討する．さら

に特用林産物生産に取り組む代表的な森林組合の特産事

業の展開過程の事例分析から，森林組合が非木材生産物

生産に取り組むことの現代的意義を検証しつつ，今後の

林業再生 の有効性に寄与することを目的とした．

分析・調査方法

森林組合における特産加工場所有別にみた経営動向

の統計的分析方法

森林組合における特産加工場所有別の経営動向の分析

は， 年度から 年度の 年間における全国の森林

組合を網羅した年度別統計資料を用いた．同資料の各年

度データについて，まず，特産加工場を所有する森林組

合と所有していない森林組合との つに分類した．これ

ら つのデータのそれぞれについて，組合員所有森林面

積を 以上， 以上 未満，

以上 未満， 以上 未満，

以上 未満， 以上 未満，

未満，専従職員不在の つに区分した．

以上の方法によって，次章では，森林組合の全国デー

タをもとにして，特産加工場の所有有無別に，かつ組合

員所有森林面積を階層別に区分し，各階層の項目毎の総

量に関する動向から，傾向について読み取り，森林組合

の経営動向の特徴を把握した（事業総利益，事業利益，

経常利益，事業管理費率等の定義は，林野庁林政部経営

課発行の 森林組合統計 に準ずる．） ）．

なお， 年から 年は，前述したとおり 森林組

合改革プラン が実行された期間であり，森林組合の合

併と不採算部門の見直しが中央主導によって全国的に垂

直的に強く展開された時期である ）．この時期を分析

対象として，特産加工場を所有する森林組合と所有して

いない森林組合との経営状況を比較検証することは，森

林組合の今後の経営方策を検討する上でも，特用林産物

生産の活動意義がより鮮明になると考えられる．

特産事業に取り組む代表的な森林組合の事例対象と

先行研究

（ ）事例対象とする森林組合の選定と位置づけ

事例分析の対象とする森林組合は，第 に，特用林産

物の中でも山菜とキノコが豊富に採取できるのは，全国

的観点からみても積雪の多い東北地方であり，中でも広

葉樹資源の蓄積が高く，古くから地域住民が山菜等を塩

蔵し冬期の貴重な保存食等にしてきたという自然条件と

歴史的背景があること，第 に，そうした山菜等の採取

者が多く存在している基盤にもとづいて，特用林産物生

産を基幹的な事業とし，その事業が他事業との関係の上

でも考察できる森林組合であること，第 に，あくまで

も地域資源を利用している実態を重視すれば，少なくと

も地域住民と森林組合との対面性が保たれなくてはなら

ず，そのためにも未合併で大型ではない規模の森林組合

であること，以上の要件を満たす代表的な森林組合とし

て山形県小国町森林組合 ）を事例対象とした．

森林組合における非木材生産物生産の現代的意義─小川
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（ ）山形県小国町を事例とした先行研究

山形県小国町を事例とする主な先行研究は次の通りで

ある．

まず，杉浦（ ） ）は， 山村という立地条件に基

づいて，山村の振興を検討する時に，木材の好況，不況

とは無関係に，従来から培われてきた方策であり，かつ

容易に選択や導入の可能な方法として，林地を多目的に

活用し，資源の生産，特に特用産物の生産を中心とした

林野資源の活用による振興を検討 した．そして，林野

資源を木材以外の林産物として， 生物的資源， 鉱物

的資源， 土地資源に規定し，全国および山形県の活用

状況の把握と同時に，林野資源を活用した山村振興の実

態について実証している．さらに，杉浦（ ） ）は，

山形県小国町の観光わらび園の運営実態と山形県小国町

森林組合の特用林産物生産を検証して， 森林は木材生

産を始めとしてあらゆる資源を多面的に総合的に利用す

るならば山村地域の振興に寄与する ものと結論づけて

いる．

また，井上（ ） ）は， 年代の山形県小国町で

のブナ林伐採訴訟問題を発端として，足水川流域集落の

農民的林野利用の実証的分析から，環境保全型生産体系

にもとづく多様な森林施業の確立を唱えた．さらに，井

上（ ） ）は，高度経済成長期以降に国有林経営が木

材増産を拡大し，経済効率性を追求した画一的な森林資

源利用を進めたことによって，森林資源に依拠した地域

住民の生産，生活と矛盾を深めていることを問題とした．

具体的には，山形県小国町において，地域住民の定住が

進んでいる横川流域と，過疎化が著しい足水川流域の両

流域集落の農民的林野利用と就業構造の変遷を集落別に

対比させて史的検証した．その結果，横川流域は農業と

山菜生産を組み合わせた地域資源利用により流域集落が

一体となって地域振興を図り， 年以降過疎化の進行

を食い止めることができたことを明らかにした．結論と

して，森林資源利用の多面的な拡大と資源相互間の調和，

および伝統的な資源利用の衰退過程で後退した地域住民

による資源管理を再検討しつつ，地域資源の持続的な利

用方法と管理主体を新たに確立することを求めた．

以上より，杉浦は，山村振興の見地から木材生産だけ

の単一経営のリスク回避を指摘し，重層的土地利用と事

業化の汎用性にもとづいて，林野資源を包括的に調査し，

特用林産物の資源活用に着目した点で評価できよう．し

かしながら観光わらび園を主とした山形県小国町の事例

調査は史的検証よりも，むしろ切片的な方法を用いた点

で課題を残している．一方，井上は，詳細な集落調査を

通して農民的林野利用と就業構造の変遷を実証し，地域

住民による伝統的な資源利用を再評価した論究は現代的

にも意義深いものと考えられる．なお，同氏の論旨から

やや逸れるものの，地域住民による森林組合の利用と経

営問題までは論及されてはいない．

本稿では，山形県小国町森林組合の設立以降の経営動

向から特産事業の位置づけなどについて明らかにするた

めに，同組合での聞き取り調査（ 年 月， 月実施）

および同組合の歴年資料にもとづいて分析を行った．

森林組合における特産加工場所有別にみた経営動向

本章では， 年度から 年度にかけての過去 年

間を集計した森林組合の全国データをもとにして，特産

加工場（生産されている主な特用林産物は山菜，キノコ，

木炭である．）を所有別に区分した上で，組合員所有森

林面積規模階層別に経営動向をみていく．なお，専従職

員不在の森林組合は基本的に除外して分析した．

組織体制の変化と特徴

表 から特産加工場のある森林組合数は， 年度

から 年度にかけて， 組合 組合 組合で

あり，特産加工場のない森林組合数は，同じく 組合

組合 組合となっている． 年度から 年

度の過去 年間において，特産加工場のある森林組合数

は大きく変化していないが，特産加工場のない森林組合

数は減少傾向にあり，後者の合併が著しく進行した．

これらを組合員所有面積規模別にみていくと，特産加

工場のある森林組合は， 以上層の大規模森林組

合において微増し， 層は微増減，

未満層の森林組合が微減している．一方，特産

加工場のない森林組合は， 以上層は微増してお

り， 未満層が一貫して大きく減少している．

したがって，特産加工場のない 未満層の森林

組合が，特産加工場の所有を問わずに 以上層の

森林組合へ統合される形の吸収合併が主に進行したと考

えられる．

年度から 年度の 年間は，経営不振に陥る森

林組合数の増大が全国的な課題となって 森林組合改革

プラン が実行された期間であり，当期間中は森林組合



の合併と不採算部門の見直しが強力に推進された時期で

もある．その期間において， 未満層の小中規模

の森林組合は合併によって大きく減少しているものの，

特産加工場のある森林組合は一定数を保っている．特産

加工場のある森林組合自体が周辺森林組合と合併して規

模が大きくなった場合も考えられるが，特産加工場は存

続し，特用林産物の生産活動自体は継続していることが

特徴としていえる．

次に，中核組合の認定割合は， 年度から 年度

にかけて，組合員所有森林面積の規模拡大に比例して増

加する傾向にある．

組合員に関して，組合員所有森林面積数と正組合員数

は，特産加工場の所有に関わらず，大枠は組合員所有森

林面積の各規模層において森林組合数に比例して増減し

ている．特に 未満層の各層の森林組合数は減少

しており，組合員所有森林面積数と正組合員数も一貫し

て減少している．ところが， 以上層の森林組合

数は微増減しているものの，その各層の組合員所有森林

面積数と正組合員数は増加している．したがって，

以上層の森林組合への合併再編が進行したことが組合

員所有森林面積数と正組合員数からみても明らかである．

執行体制について，常勤理事数，専従職員数，作業班

員数の変化をみる．特産加工場のある森林組合の常勤理

事数は，森林組合数にほぼ比例しており極端な増減はみ

られない．特産加工場のない森林組合の常勤理事数は，

層では森林組合数が減少しているに

も関わらず増加しており，その他の各層においては森林

組合数の減少に連動して大幅な減少はみられず，常勤理

事数は維持されている．

専従職員数は，特産加工場のある森林組合の

未満層の各層では，森林組合数の増減にほぼ比例してお

り大幅な変化はみられない．しかし 以上層は森

林組合数は微増程度であるが，専従職員数が大きく増加

している．このことが影響して，全数では， 年度か

ら 年度にかけて 人から 人へと増加してい

る．特産加工場のない森林組合は，

層と 以上層は，森林組合数が横這いや微増にあ

るが，専従職員数は増加している．その他の各層では，

森林組合数にほぼ比例している．また，全数では，

年度から 年度にかけて 人から 人へと減少

している．

したがって，専従職員数が 年度 人から
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年度 人へ減少し，合併によって規模拡大（統廃合）

と同時に専従職員が雇用調整される際において，特産加

工場のある森林組合は 以上層，特産加工場のな

い森林組合は 以上層と 層と

へ専従職員が集約されている．しかし，特産加工場のあ

る森林組合は，森林組合数は大きく変化していないが，

専従職員数は増加しており，特産加工場のない森林組合

は，森林組合数が減少し専従職員数も減少している．こ

のことから，特産加工場のある森林組合では雇用力に余

裕がみられる．

作業班員数は，特産加工場のある森林組合は， 年

度から 年度の 以上層， 年度から 年

度の 層， 年度から 年度の

層， 年度から 年度の

層において，森林組合数は横這いや微増で

あるが作業班員数が大きく増加している．ただし，全数

では 年度から 年度にかけて 人 人へ

と減少している．一方，特産加工場のない森林組合は，

年度から 年度にかけての 層

においてのみ，森林組合数が増加し作業班員数も増加し

ているが，その他の各層は森林組合数の変化に関係なく

作業班員数は一貫して全て減少している．全数でみても

年度から 年度にかけて 人 人へと

減少した．

つまり，作業班員について，特産加工場のある森林組

合は，特産加工場のない森林組合に比べて，規模や時期

に応じては一定の雇用力を有しているものと考えられる．

払込済出資金額は，特産加工場の所有に関わらず，組

合員所有森林面積規模に連動して増減している．

経営状況の動向

表 から 年度から 年度における経営動向に

ついて，事業総利益，事業利益，経常利益の つの項目

から特産加工場の所有別に組合員所有森林面積規模毎に

みていく．

まず， 年度と 年度の対比での 項目の増減率

を概観する． ％を超える層が存在するのは，特産加

工場のある森林組合の大規模層だけである．特産加工場

のない森林組合は ％を超える層が存在しないため，

全ての層において縮小傾向にあるといえる．

特産加工場のある森林組合では，事業総利益が大きく

増加しているのは 以上層であるが，事業利益，
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経常利益は大きく減少していることから，合併による規

模拡大によって収益性も拡大しているとは限らない．特

に 以上層の事業利益と経常利益の縮小率は著し

い． 未満層の各層をみると， 未満層が

森林組合数は若干減少しながらも事業総利益，事業利益，

経常利益の全ての増減率は ％以上を保っており，

年度に若干の落ち込みはみられるものの， 年度には

回復し，全層中最も縮小率が低く，経営の安定性が一定

程度指摘できる．これに次いで，事業総利益，事業利益，

経常利益の縮小率が他層と比較しても高くない層は，

層と 層である．

なお， 層は 年度 組合のうち

組合のみが約 万円の事業外損失を計上しているこ

とが影響して同層全体の集計上での経常利益が低位に

なっている．これを例外とすれば， 未満層に次

いで 層とほぼ同様の縮小率となって

いる．

つまり，特産加工場のある森林組合においては，

以上の大規模森林組合では収益性が悪く経営に困難が

みられるが， 未満層の小規模森林組合が最も堅

実な経営を行っている．さらに 層と

層の森林組合においては，縮小率が

比較的低位にある．

一方，特産加工場のない森林組合は，事業総利益は各

層において森林組合数の増減に関わらず減少傾向にあり，

事業利益および経常利益も全般的に同様の傾向にある．

森林組合数は を境界として， 以上層で

微増し， 未満層で減少していることから，

前後の各層の主な特徴についてみていく． 以

上層では， 以上層が 年度から 年度にか

けて事業利益と経常利益は若干増加した．しかし 年

度には両金額ともに大幅に減少している．また，

層は 年度から 年度にかけては，事

業利益，経常利益は大幅に減少したものの， 年度に

は一定金額へと回復している．ただし 年度は 年

度対比で半減前後へ縮小している．したがって

以上層では，森林組合数は大きく変化していないのにも

関わらず，一部の層では利益率の変動が大きいことから

不安定な経営にあるといえる．また， 未満層で

は， 層と 未満層において，両

層とも森林組合の減少数が多いものの，事業利益，経常

利益の減少率は比較的低い．このため， 未満層

の小規模経営の堅実性が一定程度確認できる．しかし，

同層は他層同様に利益率が縮小傾向にあることに変わり

はなく，全層において縮小傾向にある．

以上から，特産加工場のない森林組合では，

未満層の小規模森林組合では経営に一定の堅実性がみら

れ，全層的には減少率の速度に差はあるものの，全般的

に利益率は縮小傾向にあるといえる．

部門事業別取扱高の特質

図 から図 にもとづいて 年間における各部門

事業別取扱高の割合の特質についてみる．

まず，森林組合の特産加工場の所有を問わず，各層で

は， 年間を通じて各事業取扱高の割合は多少の増減が

みられるものの，その増減は総事業取扱高に占める主要

事業の割合が主要事業以外の事業に取って代わられるほ

どの大きな変化ではなく，経営構造は大枠同じ様相を呈

している．そして特産加工場のない森林組合は，

以上層を除く各層では，総事業取扱高に占める森林造

成事業の割合は 割から 割程度で推移している．また，

特産加工場のある森林組合は各層ともに森林造成事業が

占める割合はバラツキがあるが，特産加工場のない森林

組合に比べて森林造成事業の割合が高くない傾向がみら

れる．

こうした大筋の特徴を踏まえた上で，特産加工場のあ

る森林組合の特徴は次の通りである．

第 に，全層の中でも 層が，加工

製造事業と販売事業の割合が抜きん出て高く，両事業の

合計だけで総事業取扱高の半分前後を占めている．また

年間で加工製造事業の割合が徐々に増加している傾向

がみられる．なお森林造成事業の割合は 割から 割に

過ぎない．

第 に，この層を境にして 以上の各層をみて

いくと，規模が大きくなるにつれて森林造成事業の割合

が高くなる傾向がみられる．とりわけ最も規模の大きい

以上層では，総事業取扱高の ％ ％を森林

造成事業が占めており，総事業取扱高の半分以上を森林

造成事業に依存した経営体質になっている．

第 に， 層は，総事業取扱高に占

める販売事業，林産事業，加工製造事業，森林造成事業，

利用及び福利厚生事業の各事業の割合はそれぞれ

割程度を占めており，比較的バランスのとれた経営構造

となっている．特に 層と比べると林

森林組合における非木材生産物生産の現代的意義─小川



満層の小規模層と から規模が拡大するほど森林

造成事業に傾斜した経営構造にある．しかし，中規模層

では， 層の加工製造事業と販売事業

を主軸とした販売型経営と， 層の均

衡のとれた重層型経営の各特質が指摘でき，中規模森林

組合の経営構造に特徴がみられる．

一方，特産加工場のない森林組合での各部門事業別取
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図 特産加工場のある森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成

図 特産加工場のある森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成

図 特産加工場のある森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成

産事業の割合が高く約 倍程度となっている．また，

年間で森林造成事業の割合が減少し，利用及び福利厚生

事業の割合が増加している．

第 に， 未満層は 年間を通じて総事業取扱

高に占める販売事業と加工製造事業の割合がやや減少し，

森林造成事業に占める割合がやや増加する傾向にある．

以上から，特産加工場のある森林組合は， 未

図 特産加工場のない森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成

図 特産加工場のない森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成

図 特産加工場のない森林組合の組合員所有森林面積
規模別にみた部門別事業取扱高の割合（ 年度）

資料 全国森林組合連合会業務資料より作成



扱高の割合の変化の特徴は次の通りである．

第 に， 以上層だけが，他層に比べて最も森

林造成事業の割合が低く，総事業取扱高に占める割合が

％ ％で推移しており，次いで加工製造事業が同じ

く ％ ％，販売事業が同じく ％で推移している．

したがって特産加工場のない大規模層の森林組合では木

材の加工・販売活動も主力となっている．

第 に， 以上層に次いで，総事業取扱高に占

める森林造成事業の割合が低いのは，

層であり，同事業の割合は 割から 割強で推移して

おり，総事業取扱高に占める販売事業，林産事業，加工

製造事業，利用及び福利厚生事業の各事業はそれぞれ

割 割強を占める割合で推移している．

第 に，この 層から 未満

層までの各層については，規模が大きくなるほど，総事

業取扱高に占める森林造成事業の割合が高くなる傾向に

あり， 層では森林造成事業が総事業

取扱高の 割を示している．

第 に， 未満層では， 層

から 未満層にかけて，規模が小さくなるほど，

総事業取扱高に占める森林造成事業の割合が高くなる傾

向にある．なおその割合は 年間で

層が ％ ％ ％， 未満層は ％ ％

％と推移し，両層ともに徐々に低くなっている．さら

に 層は，販売事業，林産事業，加工

製造事業，利用及び福利厚生事業の各事業の割合が 年

間を通じて 割弱で一定しており，林産事業の割合が増

加傾向にある．

以上から，特産加工場のない森林組合は， 以

上層の大規模層の森林組合では，森林造成事業から木材

の加工製造・販売事業へと展開している．そして，

層などの小中規模の森林組合は森林造成事

業以外の事業も一定規模を占めており，比較的バランス

のとれた経営構造にある．しかし両層の森林組合とも，

総事業取扱高に占める森林造成事業の割合は 割から

割を占めている．

事業管理比率からみた収益性

表 より， 年間における事業管理費比率の推移か

ら収益性についてみる．

特産加工場の所有を問わずに森林組合の各層において，

年間で事業管理費率は全般的には増加傾向にあり，森

林組合は総じて収益の維持が困難な状況になりつつある

が，特産加工場の所有別と面積規模別にその内訳を検証

する．

特産加工場のある森林組合では， 以上層が

年度から事業管理費率が ％を超えており，

層および 層においても，

年度には ％近くか ％に達していることから，

大規模森林組合において収益性が確保できない経営体質

となりつつある．一方， 未満層は 年度の

％から 年度は ％へ増加したが 年度には

％と減少し， 年度の全層中で最も低位におさ

まっている．また， 層は， 年度

に ％と全層中で最も低い比率であったがその後は増

加し， 年度には ％となっており，全層中でも

未満層に次いで低い比率である．

特産加工場のない森林組合は， 以上の各層に

おいて事業管理費率が ％かその近くまで達しており，

大規模森林組合では収益が事業管理費をカバーしきれて

いない．その他の各層でも 年間で ％後半台へ近づい

てきている．ただし 層は最も低位で

推移しており， 年度は ％であり，経営は一定程

度安定している．

以上より，特産加工場の所有を問わず，大規模森林組

合では事業管理費を上回るだけの収益性が確保されてい

ないが， 層の中規模森林組合では，

一定の収益性を確保している．そして， 未満層

の特産加工場のある森林組合は 年度に最も低い事業

管理費率にある．

すなわち，大規模森林組合から中規模森林組合にかけ

て，規模が小さくなるにつれて収益性はよくなる．特に，

特産加工場のある小中規模森林組合が比較的収益性が高

く雇用力があり，雇用力の大きさには特産加工場の存在

も関係しているものと考えられる．

山形県小国町森林組合における特産事業の展開

山形県小国町の概況

山形県小国町は新潟県村上市を河口として日本海に流

れる荒川上流域の山間部に位置し，南北へ長くのびた地

勢を有している．同町中央部を分断する荒川上流域に

沿って 米坂線と国道 号線が横貫し，新潟県新潟

市方面と山形県米沢市，山形市方面とを最短距離で結ぶ

森林組合における非木材生産物生産の現代的意義─小川
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表 場工加産特の合組林森 所員合組たみに別有所 経の毎模規積面林森有 況状営 度年 ）度年

料資 業会合連合組林森国全
注

成作りよ料資務
票査調は数合組林森） ．るあで数合組出提
事，は率費理管業事） 費理管業 益利総業事 点数小し出算てっよに 第 たし入五捨四を下以位 ．



唯一のルートとなっている．

小国町では， 年に国鉄米坂線の開通後，戦時統制

経済を促進させる国家総動員法が制定された 年に，

日本電興株式会社（株式会社東芝系列下）が操業を開始

し，合金鉄等の製造が始められた．現在は，半導体用シ

リコンウェハーなどのメーカーであるコバレントマテリ

アル株式会社小国事業所（株式会社東芝から 年に分

離独立），金属製品等を製造する日本重化学工業株式会

社小国事業所となっている．したがって，現在の小国町

における年間の産業別総生産の割合をみると，農林水産

業が ％であるのに対して，製造業が ％ ）と圧倒

的に高く工業が同町の基幹産業となっている．

小国町は 年に小国本村が町制施行によって小国町

となり， 年に小国町，南小国村，北小国村が合併し，

年には津川村が編入して現在の小国町となった．現

在の人口は 人（ 世帯）であり，旧 町 村で

構成されるが，総土地面積は を数え，山形県内

の市町村でも上位の面積を誇る．林野面積は （う

ち森林面積 ）であり，林野面積のうち，国有林

が （ ％），民有林は，緑資源機構 （ ％），

県有林 （ ％），森林整備法人（林業・造林公社）

（ ％），町有林 （ ％），私有林

（ ％）と国有林の占有率が非常に高いことが特徴

としてある．

林野率は ％と高く，森林蓄積量 のうち，

樹種別には針葉樹 ％，広葉樹 ％であり，人工・

天然別には人工林 ％，天然林 ％である．人工林

のうち ％が針葉樹であり，天然林のうち ％が広

葉樹 ）であって，飯豊・朝日連峰に包まれたブナ林の

落葉広葉樹林が広範に自生している．

また，小国町は日本海側気候の影響によって夏の降雨

量，冬の降雪量が多く， 年の 豪雪では陸の孤島と

化し， 年の羽越水害， 年の 豪雨災害では

甚大な被害がもたらされた．

山形県小国町森林組合の組織と事業の概況

山形県小国町森林組合は，小国町の町村合併後の

年 月 日に，小国町森林組合，小国町南部森林組合，

小国町北森林組合，津川森林組合の 森林組合が合併し

て設立された．

小国町森林組合の近年の現状について全国平均と比較

してみる．

表 から，小国町森林組合は組合員所有森林面積が

であり全国平均の 倍であるが，組合員数で

は全国平均の半数である．払込済出資金，専従職員数，

作業班員数は全国平均よりも上回る規模である．

表 に小国町森林組合の総事業取扱高と事業別割合

の全国平均との比較を示す．小国町森林組合は，総事業

取扱高が 億 万円であり，町単位の規模であるも

のの全国平均よりも約 億円程度高い水準にある．事業

別割合では，全国平均では森林造成事業が ％と突出

しているのが特徴としてあるが，小国町森林組合は森林

造成事業が ％と低い．最も高いのが林産事業の

％，次いで販売事業が ％，購買事業が ％と

なっており，事業全体では特定の事業に傾斜せずに一定

の均衡を保持している．

組織体制では， 年 月 日現在において，職員は

名在籍し，うち内勤 名（平均年齢 歳），現場（林産）

名（平均年齢 歳），現場（造林） 名（ 歳）であ

り平均年齢が若い．職員の他には，作業員が 名おり，

うち現場（林産） 名（平均年齢 歳），現場（造林）

名（平均年齢 歳），加工場 名（平均年齢 歳），直売

店 名（平均年齢 歳），給油所 名（ 歳）である．

また直売店では 月の繁忙期だけパート勤務者が

名（ 歳）雇用されている．加工場ではヨモギの生産量

の多い 月末 月下旬にかけて 名が臨時雇用さ

れている．

職員と作業員はそれぞれ 職員就業規則 と 現場従

業員就業規則 によって待遇が規定されている．職員は

表 山形県小国町森林組合の組織概要の全国平均比較

資料 年度林野庁一斉調査票より作成
注 組合当たりの全国平均値は，各項目合計値 （調査
票提出組合数） によって算出し，小数点以下を四捨
五入した．
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月給制，作業員は日給月給制であり，社会保障関係は同

等の待遇だが退職金だけが異なる．また，職員は全員が

労働組合（全山労）へ加入しているが，作業員は加入し

ていない．

山形県小国町森林組合の事業動向と特産事業の展開

（ ）事業活動全般の動向

小国町森林組合の総事業取扱高について，組合設立時

点の 年から直近の 年にかけて，表 よりみる．

組合設立時点の 年では 万円であったが，そ

れから毎年増加し，第 のピークとなる 年に 億

万円となり，この 年間で約 倍へ増大した．こ

の期間の事業別内訳をみると，組合設立当初は利用事業

が主体であったが， 年には販売事業が 億円に達し，

年には 億 万円と利用事業の取扱高を上回る

水準となった．

これは，第 に， 年代に国有林の針葉樹人工林伐

採事業（ 万石）を落札した地元素材生産業者からの請

負業務の受託．第 に， 年に地元の山形県立小国高

等学校の新卒者 名（同級生）が同組合へ就職し（同年

度内にさらに 名が追加就職し計 名となる），同人材

によって同組合が林産事業へ本格的に取り組む役割を果

たしたこと．なお，今日では彼らは作業班の親方となり

林業現場の第一線で活躍しており，同組合が林産事業に

関係する資格・免許を取得でき，林産事業を支えている．

第 に， 年に山菜・キノコ等の販売所が建設（後述）

されたこと ）．以上が， 年代の販売事業の躍進と

なったと考えられる．同時にそれまでの拡大造林を中心

とした事業活動からの転換ともなった．

さらに，販売事業はその後， 年にピークとなる

億 万円（総事業取扱高に占める ％）を数え，

現在に至るまで総事業取扱高の約 割を占める主要事業

の つとなっている．

年以降の総事業取扱高は， 年に第 のピーク

となる 億 万円となり，それから減少傾向にあっ

たが， 年まで 億円を超える規模を維持してきた．

年には 億円を割り込んだものの，それ以降 年

まで 億円を前後する水準で推移した． 年から

年には， 億円強から 億円弱へ低迷していたが，

年には増加し 億 万円となっている．

（ ）特産物の直売店と加工場の建設

小国町森林組合では， 年の設立当初から地域で豊

富に採取される山菜・キノコなどの特用林産物の販売を

行ってきた．こうした特用林産物の販売促進に向けて，

小国町子子見地区の国道 号線沿いに既設されていた

子子見ドライブインに隣接する敷地に，新林業構造改善

事業によって直売を行う展示販売施設（以下，子子見販

売所）を 年に建設した．子子見販売所建設後は生鮮

な山菜・キノコの販売と同時に，子子見販売所裏などの

敷地にて塩蔵し，漬物を製造していた．こうした半製品

の販売量も年々増加していったことから， 年には林

業山村活性化林業構造改善事業を導入して特産加工場

（以下，加工場）を建設することになる．加工場は

年に完成し， 年から本格的に操業されている．

さらに，その後も子子見販売所で取り扱う販売物の種

類と量が増えてきたために，子子見ドライブインの敷地

を同組合が買い取り， 年に林業・木材産業構造改革
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表 山形県小国町森林組合の総事業取扱高と事業別割合の全国平均比較

資料 年度林野庁一斉調査票より作成
注 ）全国平均の総事業取扱高は，総事業取扱高（ 円） （組合）によって 組合当たりの平均値として算出した．

）全国平均の総事業取扱高に占める事業別割合は，各事業別取扱高の総額 総事業取扱高（ 円） によって
算出した．
）割合は四捨五入の関係上で合計が ％にならない場合もある．

（単位 円，％）
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事業によって，より大きな直売店（森のめぐみ直売所）

を建築し，同時に山菜・キノコ蕎麦などを提供する食堂

も併設した．なお，現在，子子見販売所では銘木の販売

を行っている．

（ ）特産事業の展開

特産事業の取扱高は， 年の 万円規模から年々

増加し， 年には 億円規模となった．その後も

年まで 万円台から 億円台で推移したが， 年

から 年にかけては 万円前後へ若干落ち込んだ．

しかし，翌年の 年には 億 万円へと過去最大

となるピークにまで回復し，その後の 年にかけて

万円台から 億円台で推移し近年は安定を取り戻

している．現在，特産事業で取り扱われている山菜・キ

ノコの販売先は，直売店，イベント出店（山形市等），

地方発送（顧客リストによる往復葉書発送・電話照会）

が主であるが，直売店での売り上げが半数以上を占めて

いる．

年から 年にかけて一時的に特産事業の取扱高

が若干落ち込んだ要因には次のことが考えられる．直売

店から国道 号線を約 東進した地点に， 道の駅い

いで（山形県西置賜郡飯豊町）が 年 月に開駅され，

さらに直売店から国道 号線を約 西進した地点に

道の駅白い森おぐに （山形県西置賜郡小国町）が

年 月に開駅された．これら つの道の駅内にも産直店

が建設され，地域の農林産物の直売がはじめられた．そ

して，直売店から国道 号線を約 西進した地点に

ある 道の駅関川（新潟県岩船郡関川村）内に， 年

月と 年 月にそれぞれ産直店が 店舗建設された．

こうして直売店を中心として国道 号線沿線上の近

距離にある つの道の駅に産直店が建設され，直売店の

利用客と山菜・キノコの採取者などの客足が遠のいたこ

となどが影響したと考えられる．

しかし近年，特産事業の取扱高が回復したのは，小国

町森林組合で取り扱う地元産の山菜・キノコが乾物だけ

ではなく生物の生鮮なものの品揃えが豊富であり，それ

が集客力を促し，山菜・キノコの採取者からの買い取り

価格も適正であることが要因として考えられる（後述）．

特産事業の現在の内訳は，直売店で販売された商品を

扱う特用林産販売事業，および加工場から出荷された商
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図─ 山形県小国町森林組合の特用林産販売事業取扱高の推移
資料 山形県小国町森林組合 業務報告書 （各年度版）より作成
注 年度は数値が不詳のため掲載していない．



品を扱う特産加工販売事業の つで構成されている ）．

両事業の取扱金額の割合について，加工場が操業し始

めた 年から 年までの期間をとってみると，年に

よって増減はあるが特用林産販売事業が約 割前後で推

移し，直売店の売り上げの主力事業となっている．

特用林産販売事業の取扱高の推移について図 に示

す．

年から 年の 億円を超える規模のピークに至

るまでは，特産事業全体の取扱高と同様に右肩上がりで

増加した．その後は減少し， 年から 年にかけて

万円台へ落ち込んだものの， 年には 万円

台に回復した． 年から 年は，減少傾向にありな

がらも，近年は 万円台で推移している．

特用林産販売事業の品目別の内訳では， 年以降，

一貫して，山菜（生物）とキノコ（生物）の取扱金額が

割を占めており，次いで山菜（乾物）である．春

と秋の各季節に生鮮な山菜とキノコを求めて直売店を訪

れる利用客が多いことが裏付けられる．

特産加工販売事業の取扱高の推移を図─ に示した．

なお， 年度内に工場が稼働したことから同年は分析

対象年から除外し， 年から 年までの 年間につ

いてみていく．缶詰・瓶詰は事業開始当初から 万円

前後で比較的安定して推移しており，真空袋詰は事業開

始から 年までは 万円 万円台で一定していな

かったが 年以降は 万円前後で安定してきている．

漬物は事業開始当初は 万円台であったものの，変動

しながら増加し 年に 万円とピークに達し，同事

業の過去 年間の全品目の中でも最大金額を数えた．し

かしその後は減少し， 年には 万円台となっている．

ヨモギ類は，事業開始当初の 万円台から 年には

万円台となり，その後は 万円前後で推移していた

が， 年から増加傾向にあり 年には 万円台と

なった．ヨモギは草餅や団子等を製造する業者等への販

売に向けて加工場にて冷凍保存されている．

また，特産事業全体に占める特産加工販売事業の割合

をみると， 年の約 ％から増加し 年の約 ％を

最大として，それ以降は減少し近年 ％程度で推移して

いる．

（ ）特用林産販売事業の仕入内容と採取者

特用林産販売事業の仕入内容のうち取扱金額の高い山

菜とキノコの内訳とその量について表 よりみる．

森林組合における非木材生産物生産の現代的意義─小川

図─ 山形県小国町森林組合の特産加工販売事業取扱高の推移
資料 山形県小国町森林組合 業務報告書 （各年度版）より作成



こうした山菜・キノコを供給する採取者は，小国町内

の農家が 割を占めており，そのうち小国町森林組合の

組合員は 割を占めている．同組合への仕入れ人数では

延べ 人であり，年金受給者である 代の女性が多い．

採取者は山菜は気温が上昇する日中は鮮度が落ちるため

に早朝に出荷し，日中は田畑の耕作に従事している．春

は山菜の鮮度を確保するため，組合が農家を周り採取者

の名前が明記された山菜が包まれている風呂敷を集荷し

ている．山菜・キノコの同組合での買取価格は，出はじ

めから最盛期を通じて変動するが， 前年度の同時期の

取引価格， 山菜・キノコの形状や色調などから判断し

た商品価値， 同組合から比較的近い山形県長井市内に

山形県南地方の農産物集荷場の拠点として中央青果物市

場があり，そこでの相場価格などを参考にして決めてい

る．ただし青果物市場とは異なり，採取者（組合員）に

よって価格に差をつけず平等に一様な金額で買い取って

いる．

おわりに

本稿は，今後の 林業再生 の有効性に寄与すること

を目的として，森林組合が非木材生産物として代表的な

特用林産物生産に取り組むことの現代的意義を検証した．

はじめに特産加工場の所有有無から，木材生産と同時に

特用林産物生産に取り組む森林組合と木材生産だけに取

り組む森林組合とにおける経営動向について組合員所有

森林面積規模階層から比較分析した．次に特用林産物生

産に取り組む代表的な森林組合である山形県小国町森林

組合の特産事業の展開過程を中心に分析した．

まず，森林組合の特産加工場の所有別に組合員所有森

林面積規模階層からみた 年度から 年度の経営動

向の特徴は次の通りであった．

第 に，特産加工場のある森林組合は 年間で森林組

合数をほぼ維持している．組合員所有森林面積規模階層

からみれば， 以上層では規模拡大と比例して森

林造成事業に傾斜する経営構造にあり，大規模層では収

益性が高い状態とはいえず，事業管理費を上回るだけの

収益性が得られないなど，経営の困難性が増している．

しかし， 未満層の小規模森林組合では，森林造

成事業の割合が比較的高い経営構造にありながらも経営

に一定の安定性がみられた．そして，

層は販売型経営， 層は重層型経営
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表 山形県小国町森林組合における特用林産販売事業
の山菜・キノコの仕入内容（ 年度）

（単位 ％）

資料 山形県小国町森林組合 平成 年度 特用販売品 品目別売
上明細 より作成

注 ）割合は小数点第 位を四捨五入したため， ％表記
の箇所もある．
）細竹（ネマガリタケ）は，正式な和名は“チシマザサ”
であり“ネマガリタケ”は通称である．

まず，山菜のうち主なものは，ワラビが半数以上を占

めており，小国町ではワラビの栽培技術（圃場整備では

なく，山林で自生しているワラビの生育場所に施肥，下

草刈りなどを主に行う作業）が一定程度定着し小国町観

光わらび園組合 ）が組織され当地の主要産物となって

いることを裏付けている．次いで，山ウドが約 割を占

めている．ウドは春季の代表的な山菜であり自生品は栽

培品とは比較にならないほど大きく香りも高く食べ応え

があると言われる．次は，赤ミズであり ％を占めて

いる．赤ミズは沢沿いの斜面に群生しているが，茎が青

く柔らかいものを指す青ミズとは区別して仕入れている．

次は，全国的にも自生がみられるフキであり ％を占

める．続いてアザミが ％である．アザミは自生種が

多いことと，春の新芽や初夏の若葉は葉が開く前の太い

株を選んで採取しなければならず，成長が早く採集が難

しいことが特徴としてある．

キノコは，ナメコが半数を占め，農家による広葉樹資

源を活用した原木栽培が定着している．次いで，天然舞

茸が ％であり，天然の自生舞茸の採取量は，この次

の順位である栽培舞茸 ％を上回る量が仕入れられて

いる．続いて，シメジ ％，カヌカ ） ％である．
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にあり，一定の収益性と雇用力を確保し，経営に安定性

があることが特徴としてみられた．

第 に，特産加工場のない森林組合の組合数は 年間

で減少している．組合員所有森林面積規模階層からは，

以上層の大規模森林組合では，森林造成事業か

ら木材の加工製造・販売事業へと展開した経営構造にあ

るが収益性が高くはない． 未満層の全ての層で

は，森林造成事業に多くを依存した経営構造にあった．

その中でも， 未満層の小規模森林組合では経営

に一定の堅実性がみられた．しかしながら，特産加工場

のない森林組合は全般的には，利益率は縮小傾向にあり，

事業管理比率からみても収益性は低迷しているものと考

えられた．

以上から，特産加工場の所有を問わずに大規模森林組

合は規模の不経済に陥っていること，特産加工場のない

森林組合に比べて特産加工場のある小中規模森林組合が

収益性と雇用力を一定程度維持していることなどが明ら

かになったといえる．

年代以降の森林組合活動において，森林組合が経

営悪化を辿る中で， 年から 年にかけては 森林

組合改革プラン を通じて系統金融機関の経営改善指導

により森林組合の経営合理化が全国規模で強力に行われ

た期間である．特用林産物生産に取り組む森林組合の多

くは，個別組合員が生産した特用林産物の買い取り業務

を行っているが，森林組合の経営面からみれば， 年

代の運動が目指す合板メーカー等への原料納材を目的と

する木材生産の少口大量型とは異なり，その業務は多口

少量型である．そのため，特用林産物生産は組合職員の

労働投下量の大きさから合理化の対象となる場合もあり

得る．しかし，特産加工場のある小中規模森林組合が，

同期間において一定程度，経営を維持している傾向を踏

まえれば，特用林産物生産へ取り組む意義は森林組合の

経営面からも有効であるものと考えられる．

さらに，森林組合規模に関して，大型化した森林組合

を支える個別の小経営（家族経営，生産者組織・労働者

集団，女性組織等）による小規模生産の集積としての合

理的経営を，協同原則にもとづいて地域に創り出してゆ

くこと，そして，地域資源に立脚した地場産業としての

農林業経営と分権的資源管理を確立するための新しい森

林組合の役割は今日的に重要な課題であると考えられる．

次に，山形県小国町森林組合の特産事業の展開過程か

らは次の特徴が指摘できる．

第 に，同組合は，木材生産を中心とする販売事業（林

産事業を含む）と利用事業（森林整備事業が中心）の取

扱高は 年代から 年代にかけて増加し 年代に

ピークとなった．しかし 年代以降は減少傾向にあり，

そのピーク時と比較すると近年の取扱高はともに 割前

後の水準で推移している．

一方， 年の組合設立当初より山菜・キノコの販売

活動に取り組み， 年に直売店を建設してからは特産

事業として単独事業化した．その後も 年に加工場を

建設， 年に直売店を増設し，近年では特産事業の取

扱高が総事業取扱高の約 割を維持する安定した事業と

なっている．その背景には，地域の多くの採取者から多

品種の山菜・キノコを適正な金額で買い取ることと，直

売店では季節に応じて旬となる生鮮な山菜・キノコの購

入客が定着していることなどが考えられる．

第 に，一般的に森林組合が木材に付加価値を付けて

販売していく事業展開においては，森林の造林保育から

木材の加工販売へ取り組むこととなり必然的に製材工場

の建設に迫られることになる．近年では木材乾燥機，プ

レーナー加工機，モルダー加工機，グレーディングマシ

ンなども必須機器となり，こうした高額機器の生産ライ

ンを伴う製材工場の建設には多額の投資資金が必要とな

る．さらに，原料コストを抑えるためには，より効率的

な搬出技術が求められるため，生産過程において高性能

林業機械を導入するための投資資金も必要になる．しか

し森林組合の経営が材価低迷に喘ぎ，経済不況下による

住宅市場の縮小が余儀なくされる中では，住宅用建材の

生産メーカーが生産調整を行いかねず，多額の設備投資

は森林組合にとっても先の見えない負担となろう．実際

にも製材工場のある森林組合には，過剰な設備投資が要

因となって今日，経営を圧迫している例も少なくない．

山形県小国町森林組合は，製材加工は小国町内で取り

引きのある業者（ 者）に委託して実施しており，製材

工場ではなく特産加工場の建設を選択し特産事業を展開

してきた．特産加工場の建設は製材工場と比較しても投

資金額が低く，組合経営の将来負担を軽減できる．さら

に，地域資源としてある山菜・キノコの生産活動は，組

合員をはじめとする多くの地域住民の個別労働によって

支えられている．したがって同組合の経営は設備投資型

ではなく労働集約型として成り立っていることが特徴と

していえる．

第 に，一般的に多くの森林組合が主要事業としてい



る利用事業（森林整備事業）の実施には，造林・間伐補

助金の確保が前提となっている．そのため，その事業量

は国や地方自治体の財政事情と補助金獲得の寡多に左右

され，森林組合による国や地方自治体に対する例年の林

業予算の陳情活動は歴史的にも必然的な行動となってい

る．例えば，全国の森林組合系統が東京に一堂に会し国

会議員も招聘して開催される歴年の全国森林組合大会は，

森林整備を主とする林業予算要求のための陳情活動が事

実上の主目的となっており，結果として利権主義を生み

だす構造が成立している．それは同時に森林組合の政治

的機能をもつ利益集団としての性格を強めるため，その

批判 ）を招くことも指摘する必要がある．

山形県小国町森林組合の取り組みにみるように，利用

事業（森林整備事業）以外で地域資源に立脚した地場産

業である特産事業を経営の つの柱として成立させてい

る場合には，補助金依存体質の軽減と内外からの批判の

緩和が期待されるであろう．

林業再生 に向けて，森林組合が木材生産を主軸と

する提案型集約化施業へ取り組むためには，組合員であ

り森林所有者である農山村住民が定住していることが不

可欠である．農山村住民が定住するためには地域で生活

を維持していくことが必要であり，農民的林野利用にも

とづく生産活動とその余剰分としての商品生産による現

金収入の機会を創り出すことが重要である．

そのための森林組合の条件整備として，組合員が伐採

収入までに長期間を有する所有山林の木材生産だけに森

林組合が事業の軸足を置くことは必ずしも有効ではない．

組合員が生活維持のために森林組合を日常的に利用する

機会を創設する必要があり，組合員が生産した山菜・キ

ノコなどの買い取りと販売などの非木材生産物を活用し

た事業活動も視野に入れていくことが肝要である．それ

は同時に，対面性の確保できる一定規模において作用で

き，組合員が自ら自発的に日常的に森林組合を利用する

という組合員本位の本来的な協同組合としての有用性を

得ることでもある．そうした取り組みが結果として森林

組合の経営面でもバッファをもたらすことになろう．

注及び引用文献

）林野庁補助事業として森林組合等が実行する提案型

集約化施業の支援体制を確立する 施業集約化・

供給情報集積事業 が 年度から実施されてい

る．林野庁林政部経営課の平成 年度概算要求資

料によると，同事業には 年度は約 森林組合，

年度は約 森林組合が提案型集約化施業に

取り組んでいると報告されている．

）森林組合系統では， 年から 年にかけて， 環

境と暮らしを支える森林・林業・山村再生運動

を推進しており， 組合員の協同で築く共同施業

団地 施業共同化プロジェクト ， 系統が一体

となって取り組む国産材流通改革 国産材安定供

給プロジェクト ， 信頼され仕事を任せられる

組織へ 経営革新プロジェクト の つの柱にも

とづく運動方針を定めている その運動は第一義

的に 施業共同化プロジェクト を据えた提案型

集約化施業への取り組みを重点化している．詳し

くは， 環境と暮らしを支える森林・林業・山村

再生運動 全国森林組合連合会， 年を参照．

）今日では，森林組合に関する公式的な統計書である

林野庁林政部経営課発行の 森林組合統計 にお

いて，非木材生産物 として把握できるものは 特

用林産物 である．なお，本稿で使用した 非木

材生産物 は， （国際連合食糧農業機関）

が提唱している定義を一定程度，考慮しながらも，

我が国における森林資源の賦存と利用の歴史的事

実を踏まえて次の通り設定して用いた． 非木材

生産物 は，森林を対象として素材生産によって

産出される木材製品用，合板用，パルプ・チップ

用の丸太などの 木材生産物 以外の産物であり，

農民的林野利用にもとづく生産物全般（薪炭生産

も含める）を基本的に指すものとした．したがっ

て， 特用林産物 は基本的には 非木材生産物

に包括される概念として使用した．

）森林組合の系統運動は，第一次森林組合振興 ヵ年

計画（ 年 年）を機にして開始された．

同計画では，組合合併の推進，常勤役職員の充実，

出資の増強等 項目にわたって推進されている．

その後，第二次森林組合振興 ヵ年計画（ 年

年），森林組合拡充強化 ヵ年計画（

年 年），森林組合協業体制確立運動（

年 年），第二次森林組合協業体制確立運動

（ 年 年），森林組合新生 ヵ年運動（

年 年），森林組合体制刷新運動（ 年

年），森林と人いきいき運動─恵み豊かな森
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林と魅力ある林業・山村を協同の力で─（

年 年），第 次森林と人いきいき運動

世紀の流域林業と森林組合づくりに向けて─

（ 年 年）， 森林組合活動 世紀ビジョ

ン─ふるさと森林再生・地域材需要創出運動の

展開─ （ 年 年）， 森林組合改革プラ

ン （ 年 年）， 環境と暮らしを支える

森林・林業・山村再生運動 （ 年 年）と

展開している．

） 森林と人いきいき運動─恵み豊かな森林と魅力あ

る林業・山村を協同の力で─ 全国森林組合連

合会， 年

） 第 次森林と人いきいき運動─ 世紀の流域林業

と森林組合づくりに向けて─ 全国森林組合連

合会， 年

） 森林組合活動 世紀ビジョン─ふるさと森林再

生・地域材需要創出運動の展開─ 全国森林組

合連合会， 年

） 森林組合改革プラン 全国森林組合連合会 年

）前掲 ）

）林野庁編集 平成 年版 森林・林業白書 農林統

計協会，参考付表 頁 林業産出額 にもと

づく数値．なお，木材生産 億円と木材生産

以外の合計 億円が林業産出額 億円と一

致しないのは四捨五入の関係による．

）我が国の国勢調査は， 年に初めて実施されてい

るが，本稿では，第二次世界大戦後に限定して，

総理府統計局 昭和 年 臨時国勢調査結果報告

を除き，総理府統計局 昭和 年，昭和 年，昭

和 年，昭和 年，昭和 年，昭和 年，昭和

年 国勢調査報告 ，総務庁統計局 昭和 年，平

成 年，平成 年 国勢調査報告 ，総務省統計局

平成 年，平成 年 国勢調査報告 を参考に

した．

）総務省 日本標準産業分類 における 大分類

農業，林業 の 総説（ ）林業とは から引用．

なお， 日本標準産業分類 は， 年 月に改

定（第 回）され（ 年 月調査から適用），

従来の大分類 林業 は大分類 農業 と統合し，

大分類 農業，林業 を新設することが計画され

ている．

） 日本標準職業分類 が設定された 年（原形は

年の第 回国勢調査の職業分類）以降， 年に

第 回の改訂が行われ， 年第 回， 年第

回， 年に第 回の改訂が行われている．現

行の総務省による 日本標準職業分類 は，大分

類（ ），中分類（ ），小分類（ ）の 階層が存

在している．

林業労働に関しては， 大分類 農林漁業作

業者 の 中分類 林業作業者 として，林木・

苗木・種子の育成・伐採・搬出・処分などの仕事

及び山林における製炭・製薪の仕事に従事するも

のをいう． と定義される．さらに，その小分類は，

育林作業者 ， 伐木・造材作業者 ，

集材・運材作業者 ， 製炭・製薪作

業者 ， その他の林業作業者 の 項目に

区分されている．

その他の林業作業者 は， 小分類〔

〕に含まれない林業・林業類似の仕事に従

事するものをいう． と説明されており，次の内

容が例示されている 種子採取作業者 林業種子

採取作業者 山林苗木栽培人 林業種苗栽培者

天然木の実採取作業者 くり採取作業者 樹皮は

ぎ作業者 あべまき採取作業者 しいたけ採取作

業者 なめこ採取作業者 たけのこ採取作業者

天然わさび採取作業者 まつやに（松脂）採取作

業者 じゅんさい採取作業者 ぜんまい採取作業

者 山芋ほり作業者 山ふき採取作業者 わらび

採取作業者 ふし（五倍子）採取作業者 しゅろ

皮採取作業者 こうぞ皮剥作業者（林業） みつ

また皮はぎ作業者 うるし（漆）採取作業者 あ

けびつる採取作業者 しだ採取作業者 かや採取

作業者 しょう（樟）脳根採取作業者 樹種採取

作業者 とりもち採取作業者 山林見まわり作業

者 造林測尺作業者 猟師 銃猟師 網猟師 か

も猟師 林野巡視 山番 山守 山林監視員 山

林病虫害防除作業者 まつたけ採取作業者 たか

しょう（鷹匠） 猟区案内人 ひる採取作業者

蛇捕獲人 虫とり 丸太検尺作業者 植物防疫員

さし穂採取作業者 森林区画測量作業者

）農民的林野利用についての定義を明確にすることは，

ここでは紙幅の関係から論究できないが，例えば

自家用の薪炭生産とその余剰生産物の商品化など

も考慮されるべきであるから，単なるキャッ

森林組合における非木材生産物生産の現代的意義─小川



シュ・クロップ論と同一ではない．

）拙稿 近年の森林組合をめぐる林政と経営規模構造

の変化およびその課題 協同組合研究 日本協

同組合学会， （ ）， 年， 頁

）第 章 森林組合における特産加工場所有別にみた

経営動向 での森林組合に関する統計的分析は，

個別森林組合の経営分析ではなく，組合員所有森

林面積規模毎にある各階層集団における経営動向

として分析した．組合員所有森林面積を階層別に

規模設定し，一定規模の枠組みにおける各階層集

団の特徴を捉えるために，各階層集団の項目毎の

総量（集計値）の変動から読み取れる傾向につい

て論じた．なお，項目毎の総量（集計値）をみる

際に，各階層集団での年度毎の森林組合数（分母）

が異なることも考慮した．

）拙著 森林組合論─地域協同組合運動の展開と課

題─ 日本林業調査会， 年， 頁

）山形県小国町は全国的にも山菜等の主要産地である

事実が評価され， 年 月に設立された山菜文

化産業協会（全国団体）の副会長に山形県小国町

の町長が就任している．

）杉浦孝蔵 林野資源の活用による山村振興 林業

経済研究 ， 年， 頁

）杉浦孝蔵 森林の総合利用と地域振興─山形県小

国町の事例─ 林業経済研究 ， 年，

頁

）井上靖彦 農民的林野利用と環境保全─山形県小

国町足水川流域の事例─ 林業経済研究

， 年， 頁

）井上靖彦 戦後における地域の森林資源利用の展

開─山形県小国町における農民的林野利用を中

心として─ 林業経済研究 ， 年

月， 頁

）平成 年度 市町村民経済計算 産業別総生産

（山形県小国町

）

） 年農林業センサス 第 巻 都道府県別統計書

山形県

（総務省統計局

）山形県小国町森林組合の山菜・キノコ等の販売活動

の実績は， 年以降は特産事業に区分されている．

）山形県小国町森林組合の業務報告資料において，特

産事業を独立した経理部門として区分したのは

年からである．その内訳の つである特用林

産販売事業は，子子見販売所建設直前の 年か

ら記録されており，もう つの特産加工販売事業

は，加工場が完成した 年から記録されている．

）山形県小国町内には 地区に観光わらび園があり，

例年 月から 月にかけての山菜シーズンに山形

県内外から観光客が訪園している．

） カヌカ とは ブナハリタケ のことであり，次

に説明するキノコの種類である．ブナハリタケ属．

主としてブナの枯れ木におびただしく重なり合っ

て群生する．全体は白色，傘は半円形，下面には

長さ 前後の無数の針が垂れ下がりエゾハリタ

ケに似るが，水気に富んだ肉質で柔軟，乾けばい

ちじるしく収縮するだけでかたくならない．シス

チジアはなく，胞子はソーセージ形，

．腐朽型は白色腐朽．秋のブナ山ではきわめ

て普通．カヌカ，ブナカヌカの名で呼ばれ広く食

用にされる．カミハリタケの名があるが乾いて紙

のように薄くなった標本をみて名づけられたもの

で適切な名ではない．科の所属は暫定的． 今関

六也，大谷吉雄，本郷次雄編著 山渓カラー名鑑

日本のきのこ 山と渓谷社， 年（第 刷）， 頁

）山本真嗣 森林組合の政治的機能研究に関する一考

察 林業経済研究 （ ）， 年，

頁
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